
福岡市
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【 A. 取り組みの全体像】
成果報告書_各自治体取組概要｜福岡市

2.形成をめざす地方版連携PFの姿

 アンケート調査実施による課題認識及び今後の方針案作成
 「福岡市版」お悩みハンドブック活用による情報の一元化

今年度の
ゴール

実現したい状態

※構築する仕組み／
支援対象の住民を
取り巻く環境

主に下記のような孤独・孤立対策に関連する事業を実施
（１）生活困窮者支援のPFにおける報告、協議
・下記連携、協働の取組み実施について適宜報告、協議を実施。
・インフォーマルな社会資源開発の参考となる支援ニーズ等についての
協議や、関係機関の協働促進に向けた取組みの共有を実施
（２）地域講座の実施
・地域関係者に対し、孤立死の現場やセルフネグレクトについて伝え、
見守りを啓発する地域講座を実施
（３）食を通じたつながりづくり
・食を通じた交流について、独居の高齢者や多世代交流等を視野に、
社会福祉施設やこども食堂実施団体に呼びかけを実施

従前の取り組み

※重層の取り組み、外
部組織連携、地域
コミュニティ形成等

 見守り活動の推進、多様な居場所づくり、社会参加促進の
ための取組み、民生委員活動の支援の充実を図り、孤独・
孤立に悩む人に必要な支援が届けられる環境づくりを行う

 関係部署との連携を進めることで分野横断的な連携促進
を図り、孤独・孤立に悩む人が地域などと連携して必要な支
援を受けられる環境づくりを行う

最終的な
ゴール

3.地方版連携PFの外部連携体制

• ライフライン関連企業、生活協同組合、社会福祉協議会、
NPO法人、孤独・孤立対策関係課 等

参画メンバー地方版連携PF

• 各事業取組みや孤独・孤立対策関係者のネットワークを生かして、
関係者、団体を増やしていく

選出・打診時
の工夫

• ー
参画メンバー地域協議会

• ー
選出・打診時
の工夫

4.PF連携による価値や工夫_考え方

 つながりづくり→関係領域が広範である孤独・孤立について、効果的に啓発
していくため、単に問題そのものを取り扱うのではなく、魅力ある「つながりづくり
の取組み」と一体的に実施（こども食堂のような食を通じた交流について、独
居の高齢者の参加や多世代交流等を視野に、食を通じたつながりづくりを目
指す）

 情報共有→PF関係者の枠組みを超え「孤独・孤立の問題に関すること」の
情報共有を行うことで、関係機関の拡充を促し、問題の解決につなげる

 アンケート調査→市内の現状把握のため、全国調査の調査票をベースに、市
内でアンケート調査を実施。市独自の設問を追加することで、本市の今後の
運営の基礎的情報を確保する

立ち上げ年度
令和5年度

立ち上げ年度
未

1.自治体の概要

1,612,392（人）
<令和2年10月/国勢調

査＞

人口福祉局生活福祉部生活支援課担当部局名福岡市自治体名

福祉局生活福祉部地域福祉課、こども未来局、
市民局

庁内連携部局
（メンバー）

福祉局生活福祉部生活支援課庁内連携部局
（メイン）

自治体
内連携

孤独・孤立対策に係る主要な施策の実施連携内容孤独・孤立対策の旗振り役連携内容
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５．連携PFのイメージ図

【 B.連携PFイメージ】
成果報告書_各自治体取組概要｜福岡市

凡例：庁内課室

孤立死 若者の孤独生活困窮 調査結果を踏まえ適宜拡充

市民
福岡市において優先度が高い課題

生活困窮者支援体制を構築す
るためのプラットフォーム協議会

• 福祉局(生活支援課)(運営主体)
• こども未来局
• 市民局
• 社会福祉協議会
• 民生委員・児童委員
• 社会福祉士会
• 就労支援相談機関
• NPO法人 等

• 情報共有
• 政策方針の検討

孤立死防止ネットワーク

• 地域福祉課（運営主体）
• ライフライン関係企業
• 生活協同組合
• その他訪問活動を行う企業

• 企業等との連携
• 市民啓発

（テーマの拡充とともに
体制構築）

現・孤独・孤立対策連携PF

• 定期会議による情報共有
• 地域食堂の運営

情報の一元化（お悩みハンドブック）
• 市民が「生活の困りごと」などに関する簡単な質問に回答することで、利用できる制度や相談窓口を見つけ出せるウェブサイト

• 掲載している支援制度・相談先は、全国共通で利用できる200件以上。これらに加えて、福岡市独自の支援や制度、相談先を追加する

PFの拡充方針

テーマ横断機能
• お悩みハンドブックの運営
• 調査機能を介した、他組織・市民への情報発信

調査機能
• 調査の実施
• アウトリーチ支援の実施と課題把握
• お悩みハンドブックを介した市民ニーズ把握

PF

へ
の
巻
き
込
み
・
連
携

PF

へ
の
巻
き
込
み
・
連
携

福岡市若者支援地域協議会

・福祉、雇用、教育分野などの国、県、
市の関係機関 等

福岡市若者総合相談センター

• 情報共有
• 若者への必要な支援の検討 など

• 総合相談窓口
(対象) 市内在住の概ね15歳から

39歳の若者やその家族など
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８.孤独・孤立対策を公表した際の反響

【C.試行的事業】_一覧
成果報告書_各自治体取組概要｜福岡市

７.次年度以降に向けた事業等の案
※PDCAサイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ（あれば）を例挙

• PFにおける連携強化（情報共有）

6．本年度に取り組む試行的事業の概要

 地域の実情を把握した上で孤独・孤立対策の政策立案をするにために、市民向けのアンケー
ト調査を実施

試行的事業の
ポイント・工夫

発注先（予算）実施時期目的／期待効果・KPI事業内容事業名称

東京商工リサーチ
（290万円）

 11月-:調査
 12月-:分析

• 福岡市民の孤独・孤立に関する実態の把握• 福岡市民3,000名を対象として、孤独・孤立に関する実態把握を
目的としたアンケート調査を実施する

• 福岡市民の人口構造と概ね同じ割付としてランダムに選定した世
帯に対して、郵送でアンケートを発出。回答は、紙とQRコードの2つ
の手法を用意する。

• アンケート設問は、全国調査をベースとしつつ、独自設問を数問追
加予定

実態把握
調査1 孤独・孤立を感じている人の割合：約35％

対処すべき個別テーマの特定：20代の孤独・孤
立

成果検証結果

グラファ―
（86万円）

 10月-:準備
 2月-:公開

• 役立ち情報の集約化
• お悩みハンドブックの認知度向上、利用促進• 簡単な質問に答えるだけで悩みの軽減や解決に役立つ情報を簡

単に集めることができるウェブサイトとして、「福岡市版 お悩みハンド
ブック」を作成

• 「福岡市版 お悩みハンドブック」のアクセス状況を検証し、認知度向
上、利用促進に係る検討を行う

お悩み
ハンドブック2

お悩みハンドブックに集約した情報の数:174の
庁内支援・制度を集約化

お悩みハンドブックへのアクセス数:（調整中）

成果検証結果

みやざき白衣
（13万円）

 2月-:製作• 食を通じたつながりづくりに関する認知度向上

• 地域食堂の運営に使用する普及啓発向けエプロンの製作地域食堂向け
エプロン製作3

製作するエプロンの枚数:44枚成果検証結果
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【C.試行的事業一覧】_１.実態把握調査
成果報告書_各自治体取組概要｜福岡市

調査手法

• 調査対象:福岡市内に居住する１６歳以上の者を対象とし、住民基本台
帳から３，０００人を無作為抽出

• 調査方法:郵送法・無記名方式とＷＥＢ回収を併用
• 調査結果:令和6年12月9日～令和6年12月20日

福岡市の傾向

• 年齢別にみた孤独感の特徴としては、次のような点がみられた。
 男女とも20歳代で、一人暮らしが孤独感に影響を与えた割合が高くなっ
ている。

 男性の40歳代から60歳代は、「困った時に頼れる人がいない・不安や悩
みの相談相手がいない」割合が高いほど、孤独感が高くなる傾向がみられ
る。

 男女とも70歳代以上で、健康状態が孤独感が影響を与える傾向がある。

概
要

ね
ら
い

•福岡市民に居住する16歳以上の3,000名を対象として、孤独・孤立に
関する実態把握を目的としたアンケート調査を実施した

•対象者は、福岡市の人口構造と同じ性年代で割付をしランダムに選定

• 孤独・孤立に関する調査を実施したことがなかったため、市民向けアン
ケート調査を実施し、福岡市の課題・実態を把握した上で、孤独・孤
立に係る政策設計を行う

工
夫
点

結
果

• 高齢者からの回収を目的に郵送法・無記名方式とWEB回収を併用
• 全国調査と同様の調査設計で全国と福岡市の差異を特定
• 相談したい窓口や気軽に行ける場所等市独自の質問も盛り込んだ

• 1,159票（回収率38.6％）を回収した。結果として、福岡市特有の
傾向としては、孤独感を男女・年齢階級別にみると男女とも20歳代が
最も高く、次いで男性は50歳代で、女性は16～19歳で高くなっている。
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【C.試行的事業一覧】_２.お悩みハンドブック
成果報告書_各自治体取組概要｜福岡市

「お悩みハンドブック」とは

• 「お悩みハンドブック」とは、市民が「生活の困りごと」などに関する簡単な質問
に回答することで、利用できる制度や相談窓口を見つけ出せるウェブサイト

• 全国共通で掲載している200件以上の支援制度・相談先に加えて、自治体
独自の支援や制度、相談先を追加できる自治体版の作成が可能

• 利用者は、悩みに関する質問に答えるだけで、困ったときに役立つ支援・制度
が自動的に案内される

「お悩みハンドブック」を起点とした庁内の巻き込み

• 本事業では、福岡市の孤独・孤立に関連する支援・制度を「お悩みハンドブッ
ク」へ集約化するため、庁内に対して関連支援・制度の庁内照会を実施

• 最終的に174件の支援・制度を洗い出した
• その中でも特に孤独・孤立の文脈で連携し得る支援・制度やその所管課につ
いては、フラグ付けを行い今後の連携先候補として整理した

概
要

ね
ら
い

• 「お悩みハンドブック」とは、市民が「生活の困りごと」などに関する簡単な
質問に回答することで、利用できる制度や相談窓口を見つけ出せるウェ
ブサイト。本事業において福岡市版の作成を行う。

• 福岡市では、多様な支援・制度は用意できているものの、市民目線で
は複雑化して分かりづらくなっているため、一元管理できる「お悩みハンド
ブック」を導入することで、その支援・制度の有効活用を目指す

工
夫
点

結
果

•全国共通で掲載している200件以上の支援制度・相談先に加えて、福
岡市独自の支援や制度、相談先を追加する。

•支援・制度の集約化を通じて、庁内関係課の巻き込みを図る。

• R7年度以降の公開内容・公開可否について継続的に検討予定
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【C.試行的事業一覧】_３.地域食堂向けエプロン製作
成果報告書_各自治体取組概要｜福岡市

経緯

• 令和5年度に内閣官房の孤独・孤立対策官民連携PF推進事業のモデル事
業として、日常生活に欠かせず、かつ楽しみや自然な交流が期待できる食を
通じたつながりづくりを提供する居場所づくりに取組んだ。

• 今年度においても、引き続き食を通じたつながりづくり、居場所づくりに取り組ん
でおり、更なる認知度普及に向けて、啓発用エプロンを追加で製作した。

工夫点

• 令和5年度に製作したエプロンを継続的に製作することで、統一的な広報媒
体を作成・提供し、一体感ある支援体制を啓発

概
要

ね
ら
い

•令和5年度より開始した食を通じたつながりづくり、居場所づくりに関する
取組について、継続的な認知度普及を目的に昨年度制作した啓発用
エプロンの追加製作を行った

• 食を通じたつながりづくりに関する認知度向上

工
夫
点

結
果

• 地域食堂において、統一的な広報媒体を作成・提供することにより、一
体感ある支援を実施

• 44枚の胸当てエプロンを製作した

備 考規 格数 量品 名

赤色：22枚
青色：22枚胸あてⅩ型44枚胸当てエプロン
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【D.PF構築プロセスにおける留意点】
成果報告書_各自治体取組概要｜福岡市

(ア)

初期段階

(イ)

準備段階

(ウ)

設立段階

(エ)

自走段階

 令和6年度の試行的事業を通じて、福岡市の定量的な課題把握と、庁内の関連支援施策・制
度の整理を行うことができた。

 今後は、特に福岡市特有だと考えられる若者の孤独・孤立に資する支援体制の構築を目的に、
「お悩みハンドブック」や調査結果を用いながら庁内外の組織の巻き込みを進めていく予定である。

⑨ PFの拡大・活性化 【R6年度2月~】

 連携PF設置を行った令和5年度は、福祉局内において主に生活困窮者を中
心とした庁内部局での連携を進めた。

 令和6年度は、試行的事業として「お悩みハンドブック」の開設を進める過程で、
庁内における孤独・孤立対策に関連する支援制度の洗い出し調査を行った。
これにより、上述の若者対策に加え、その他連携し得る部局の整理を行った。

⑤ 関係団体のリストアップ・初期メンバーへの声掛け 【R6年度1月~】

 令和6年1月にシンポジウム「地域共生シンポジウム～孤独・孤立とこれからの
つながりについて考える～」を開催し、市内の関係団体に対して、幅広く孤独・
孤立を周知

庁
外

庁
内

 令和5年度に既存協議会の「生活困窮者支援体
制を構築するためのPF協議会」をベースに連携PF
を設置。令和7年度からは、今年度特定した若者
対策に着目し、テーマ拡充に向けて、メンバーや既
存PFの巻き込み・連携を進める予定。

④‐２連携PFの企画・設計【R6年度1月~】
 地域の孤独・孤立に関する定量情報がなかったた
めに、まずは試行的事業にて、福岡市民を対象と
したアンケート調査を実施し実態把握を行った。

 市内の特徴的傾向を把握するため、調査項目は
全国調査と同じ内容とし、結果の比較を行った。

③ 地域の現状把握 【R6年度11月~】

 アンケート調査の結果、福岡市では、主に20代で
孤独・孤立を感じている割合が全国と比較して大
きいことが判明した。

 よって、担当課レベルとしては、取扱いテーマの1つと
して、若者対策に着目し、検討を進める予定。

④‐1取組テーマ決定 【R6年度1月~】

 生活支援課に所管が移ってきたものの、福岡市としては初動として孤独・孤立
を感じている方への施策をどのように実施すべきか検討している状態であった。

 そんな中、内閣府HPにて他自治体の取組事例を見ていく中で、「お悩みハ
ンドブック」の存在を知り、福岡市の抱える課題解決に資するものと考え、導
入のために本事業へ応募した。

②担当者の初動 【R6年度4月~】

 孤独・孤立対策に取り組み始めた令和5年度は、地域福祉課が所管していたが、
令和6年度は、生活困窮者支援に取り組む生活支援課が所管することになった。

 しかし、地域の外部組織との連携の必要性が高いことなどから、改めて地域福祉
課で所管すべきという判断になり、令和7年度からは地域福祉課が担当予定。

① 主担当部署・主担当者の設定 【R5年度4月~】

 （本事業で実施したアンケート調査結果を踏まえ、
本市の課題を精査した後に設置を検討していくため
現時点では未設置）

⑧ 地域協議会の設置

 連携PFの設置に当たって、「地域共生シンポジウム～孤独・孤立とこれからのつ
ながりについて考える～」を開催。約230名が参加した。

 また、孤独・孤立対策の一環として始めた食を通じたつながりづくりである地域
食堂において、統一的な広報媒体（エプロン、のぼり）を作成・提供し、一
体感ある支援体制を啓発した。

⑥ 域内住民・団体への情報発信 【R5年度1月~】

 令和5年度1月から開始された連携PFは、令和6年度においては、生活困窮
者支援体制を構築するためのPF協議会（年4回開催）の中で、地域福祉の
取組みについて報告し、意見交換を行った。

⑦ 連携PFの運営 【R5年度1月~】

役割分担
連携
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【E.ブレイクスルー要因】定量情報の獲得やツール導入がアクションのきっかけに
成果報告書_各自治体取組概要｜福岡市

 試行的事業で実施した市民向けアンケート調査の結果か
ら、定量的に福岡市の傾向・課題を特定

 お悩みハンドブックを導入するプロセスの中で庁内全体に対
して、孤独・孤立に関する制度・支援策の照会を実施

アクション／ブレイクスルー要因

 孤独・孤立対策の政策設計の根拠の獲得
 必要なステークホルダーへの説得材料の獲得

 庁内における孤独・孤立に関する制度・支援策の網羅的
な把握

 お悩みハンドブックを介した関連部局とのタッチポイントの獲
得

その後の変化

 そもそも福岡市の課題・実態を把握していないために、政策
設計ができない

 庁内部局を巻き込もうにも、必要な説得材料やきっかけが
ないためにアプローチがしづらい

取り組み課題

令和6年4月 令和6年12月～令和7年2月 令和7年3月


